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母体が資産税に特化した会計事務所であるため、税制改正にはいち早く対応

できるばかりか、入力方法が分からなければ電話、メール等で質問できます

ので、安心してご利用いただけます。  

      

 

 

 

 

 １  ｢ビル経営プランナー｣の最大の特徴は 複合提案ができる 点です。 

 

「複合提案」とは、アパート、マンション、店舗ビル、事務所ビル、貸倉庫のように種類の異なる建物

を同時に建設提案することですが、このソフトは全部で 10 棟までの建物について、敷地面積、建築プラン

(種類、構造、面積、本体工事費、耐用年数等)に関するデータを別々に入力できるようになっております。 

したがって、例えば、以下のような店舗ビル１棟、アパート３棟、マンション１棟、定期借地による土

地の賃貸３区画といった建設提案が可能だということです。 

 

   複合提案の事例 
 

 

 

 

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当ソフトの主な特徴点 

定期借地による 

土地の賃貸３区画 

マンション 1棟  

アパート３棟  

店舗ビル１棟 

＜当社代表の鹿谷による著書＞ 

＜資産税に関する様々なソフト群＞ 

実際の運用では、この点が最も重要だと考えております。 

28 年以上にわたって、お客様の様々なご要望を反映させるべく改善してまいりましたが、その主な特徴点をまとめますと以下のようになります。 

ご承知のように、建物の種類が異なれば建物本体の耐用年数が異なりますし、土地とか建物の

固定資産税も異なります(アパート等の住宅の場合には各種の特例が適用可能)。 

また、この「ビル経営プランナー」では相続対策としての節税効果も計算できますが、土地、

建物の評価額を別々に入力できるため、より正確に評価減額を計算できるのです。 

つまり当ソフトが提案できる建物の構成は次のようになっているということです。 

部屋のタイプを全部で 30種類まで設定可能 

また、同じ間取りで専有面積が同じだったとしても、方角とか所在階によって家賃等が異なる

ケースが多いのですが、このソフトでは部屋等のタイプを全部で 30 まで設定できますので、

かなり正確な収支計算が可能です。 
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このソフトでは様々な計算方法から最適なものを選択できるようになっております。 

代表的なものは次のとおりです。 
 

 

土地の固定資産税等の計算方法 

① 路線価から逆算して計算する方法 

②固定資産税評価額そのものを入力して計算する方法 

 

 

建物の固定資産税評価額の計算方法 

①新築建物価格認定基準表に基づき計算する方法 

②工事費に対する割合で計算する方法 

③金額を直接入力して計算する方法 

 

 

繰延資産、創業経費の計算方法 

①税率表等を基に自動計算する方法 

②手計算した結果を入力する方法 

 

 

賃料の入力方法 

①戸当り賃料を入力する方法 

②㎡単価を入力する方法 

③坪単価を入力する方法 

 

 

敷金、礼金等の入力方法 

①月額賃料に対する月数を入力する方法 

②金額を直接入力するする方法 

 

 

空室部分の計算方法 

①入居率のみで計算する方法 

②入れ替り率と再入居までの空室月数で計算する方法 

③上記①と②を併用する方法 

 

 

自己資金の入力方法 

①手入力する方法（余剰額は予備費として処理） 

②必要額を逆算により自動計算する方法 

 

 

国または地方公共団体等からの利子補給額の計算方法 

①自動計算する方法 

②各年の利子補給額を手入力する方法 

青色申告か、 

白色申告か？ 

一口に所得税の計算 

といっても様々な方法 

から選択できます。 

 

利回り計算の分母は 

工事費等か 

事業予算総計か？ 

 

投資判定表は 

４段階か５段階か？ 

 

不動産のオーナーとなる方が個人の

場合と法人の場合とでは右のように

課税の仕組みが異なっておりますの

で、事業主体がいずれであるかを最

初に選択するようになっております。 

賃貸契約方法は 

普通契約か 

定期借家契約か？ 

 
工事期間中の収支を 

別途計算するか否か？ 

資金収支計画書は 

資金収支方式か 

手元残金方式か？ 

 

お客様の収入(給与収入等） 

は考慮するか否か？ 

 

相続税の節税効果を 

計算するか否か？ 

 

※ここに表示している項目は当 

ソフトに関連したものだけです。 

なお、法人の場合には税金の 

種類ごとではなく、それらを合 

算した実効税率により計算す 

るようになっております。 

左記以外に次のような様々な選択肢が設けられておりますので、お客様に最もマッチした

ご提案が可能です。 

２  「ビル経営プランナー」では 様々な計算方法から選択 できます。 

その他 

・トータルキャッシュフロー分析(新築後、解体または売却するまでの収支計算)をするか否か？ 

・繰上返済のシミュレーションをするか否か？ 

・大規模修繕費および修繕積立金を計上するか否か？ 

・帳票はカラー（２色、多色）かモノクロか？   etc. 

 

３  その他、 様々な選択肢 が設けられています。 

区 分 個 人 法 人 

税金の 
種 類 

国 税 所得税 法人税 

地方税 
個人住民税 
個人事業税 

法人住民税 
法人事業税 

青色申告 
の特典 

青色申告 
特別控除 

5棟 10室以上：65 万円 
5棟 10室未満：10 万円 

なし 

欠損金の繰
越控除期間 

３年間 10年間 
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お客様名を表示しない

こともできます。 

 
各自で自由にタイトル

を入力できます。 

 
設計事務所等と連名に

することもできます。 

 この｢ＭＡＮＳＩＯＮ｣という

表示を「ＢＵＩＬＤＩＮＧ」

等に変更できます。 

 
表紙のデザインについては 4 種類 

のうち、いずれかを選択できます。 

 
表紙に会社のロゴを表示

することができます。 

表 紙 
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事業計画(1棟のケース) 

全部で 10 棟分まで入力できます。 

事業計画(複数棟のケース) 

 
お客様にとって分かりやすい表現を入力して下さい。

「プラン別収支比較表（19 ページ）」を作成すると

きの初期値になります。 

計画予定地が比較的広い場合には、一団の土地をどのように

活用するかを面積により区分します。 

これによって固定資産税とか相続税の額が異なってきます。 
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事業予算  
これらの欄には文章を任意に

入力することができます。 

資金計画 

 このサンプルには表示されておりませんが、

敷金、保証金、建設協力金、補助金、土地売

却資金等、様々な資金を資金計画に織り込む

ことができます。 

 

 
１年目の稼動月数を 12 ヵ月とした場合の数値です。 

 

 大規模修繕費を計上しない場合には表示されません。 

 
 事業予算総計と資金合計は当然ながら一致します。 
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収入計画(最大 12タイプのケース) 
 「一括借上げ」を選択した場合には、 

このような表示がされます。 

 
12 タイプ 

収入計画(最大 20タイプのケース) 

 
20 タイプ 

 
20 タイプ 

 
セット 

このシステムでは建築提案する建物の部屋のタイプを全部で 30 通り

まで入力することができますが、帳票のレイアウト上、帳票の数は次

のように 2 種類に分かれています。 

   ・１～12 タイプまで       １枚 

   ・13～20 タイプまで 

   ・21～30 タイプ 
２枚 
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経費計画(１棟のケース) 

経費計画(複数棟のケース) 

 
2 棟以上のケースでは左上の１棟の場合

の帳票に加えて固定資産税に関する計算

明細書が別途作成されます。 
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このサンプルでは｢初年度の収支予想および投資分析｣

ということで、1 年目の収支予想と、その数値を基に

して計算しております。 

ただし、１年目だけの収支では判断できないという方

のために、1～40 年の任意の平均値で計算することも

可能です。 

経営診断書(資金収支方式) 

 

当初 10年間の収支予想および投資分析(資金収支方式) 
 

この｢経営診断書｣は計画しているプランの経営安全性を診断するため

のものです。もし診断結果が良くない場合には自己資金の投入額を増

やすとか、借入金の返済期間を長くする等の対策が必要となります。 

診断結果が悪いまま実行することは厳に慎むべきです。 

ただし、他にたくさんの収入があり、資産を拡大したいというケース

では適宜判断するようにして下さい。 

 「D(破綻)」のケースを除外した投資判定表も

別途作成することができます。 

なお、コメント等の文章も適宜修正可能です。 
これらの文章は各自で修正する

こともできます。 

物件の所在地によって適正利回

りは若干異なるからです。 

 分母の数値を事業予算総計

ではなく、工事費等で計算

することもできます。 
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資金収支計画書(要約)(資金収支方式) 

資金収支計画書(要約)(手元残金方式) 

このシステムでは｢資金収支計画書｣（要約表、合計表等も含まれる）について、

「資金収支方式」、「手元残金方式」のいずれかの表示方法から選択できます。 

・「資金収支方式」 

収入合計から支出合計を差し引いた額を資金収支とする方式のことです。

一般の人には非常に分かりやすい表示方式です。 

・「手元残金方式」 

収入合計から経常経費を差し引いた額を純収益とし、その純収益の額から

借入金返済額（元利合計）を差し引いた額を資金収支とする方式のことで

す。投資分析をする場合に便利な表示方式だと言えます。 

 

※次ページ以降の帳票は全て「資金収支方式」を採用した場合のものです。 

ご留意下さい。 

この｢資金収支計画書（要約）｣は資金収支計画書（10 ページ参照）を

要約したものです。 

1 年目以外は 5 年毎の数値だけを 1 枚の帳票に表示しておりますの

で、長期間（最長 50 年）の推移を大局的に把握することができます。 

また、グラフも併せて表示しておりますので、よりビジュアルに資金

収支（手元残金）の推移が分かると思います。 
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資金収支計画書(資金収支方式) 

事業収支計画書(資金収支方式) 

このソフトでは不動産所得に係る所得税･住民税（法人の場合は法人税･法人住民税）を 

計算するか否かを選択できます。また所得税等を計算する場合でも、その計算方法につ 

いて次の 3 種類から選択できます（ただし、個人の場合のみ）。 

 

所得税等の３つの計算方法 

     ①通常の税率を適用する方法 

     ②一定額を超えれば同じ額とする方法 

     ③一定の税率を適用する方法 

 

それぞれのメリット･デメリットについてはソフトの入力画面の｢HELP｣に詳しく書い 

ておりますが、それを読めば通常の税率を適用して計算する方法が必ずしも実情に合 

っていないということがお分かりいただけると思います。 

当社のソフトのユーザーの方には公認会計士とか税理士等の専門家の方もいらっしゃ 

いますが、もともと彼らが言い出したのです｡｢税率なんか 20％ぐらいで良いですよ！｣ 

･･･ごもっともです。税務の実務を知りつくしていると、こういう意見になるのです。 

ただしユーザーの方には様々な立場の方がいらっしゃいますので、このように選択肢 

を設けております。  

  

｢資金収支計画書｣とは資金（お金、キャッシュ）の流れを収入と支出に分けて忠

実に表現した帳票のことです。一般の人には分かりやすいのではないでしょうか? 

一方、下記の「事業収支計画書」は「損益計算」からスタートして、その結果を

受けて最終的に資金収支（手元残金）を計算する流れになっております。 

つまり｢不動産所得の計算｣→「所得税･住民税の計算」→「税引き後利益の計算」

→「資金収支（手元残金）の計算」といった流れになっているわけです。 

したがって、どちらかといえばプロ向けの帳票と言えるかもしれません。 

しかしながらアパート等の経営を始めますと、どなたでも確定申告しなければな

りませんので、この｢事業収支計画書｣の仕組みはできるだけ理解するようにして

下さい。 

この仕組みについてあまり詳しくない方のために次ページに解説書（「1年目の事

業収支および解説」）を用意しておりますので、ご参考にして下さい。 

 

 これらの文章は各自で修正できます。

なお代表的な説明文はマスターに登録

しておりますが、それらを修正するこ

ともできます。 
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資金収支計画書（不動産所得を計算･表示したもの） 

この「資金収支計画書」には下欄に不動産所得が表示されておりま

す。10 ページの帳票と比べてみて下さい。 

このように不動産所得まで表示すると、どうしてもうっとうしい感

じがしますが、不動産所得を参考のためにお客様にご提示するとい

うスタンスの会社には有用ではないでしょうか？ 

この表示方法はいくつかのハウスメーカーで採用されております。 

1年目の事業収支および解説 

この「1年目の事業収支および解説」は所得税等の計算の仕組みについて、

あまり詳しくない方のために用意したものです。営業マンのアンチョコ    

として、また、お客様に対する説明資料としてご利用下さい。 

なお、とにかく面倒なことはキライな方は「資金収支計画書」（9,10 ペー

ジ）のみを提出して下さい。 

よく分かっていない方がよくわかっていないお客様に説明していると、決 

まるものも決まらなくなってしまいます。注意したいものです。 

なお、「資金収支計画書」と「事業収支計画書」の両方を提出することは 

控えるべきでしょう。トンチンカンになること請け合いです。 
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この「項目別収支合計表」とは収入、支出の各項目毎に合計額がいくら

になるかを一覧表示したものです。 

項目毎に対収入割合とか経費の構成割合が計算･表示されておりますの

で、トータルとしての事業性の良し悪しが分かります。 

また、１棟のアパートとか賃貸マンションを建てれば税金収入がいくら

ぐらい発生するのかが分かりますし、様々な経費が各業者にトータルと

してどれほどの額が支払われるのかといったことも一目瞭然です。 

この「借入金の完済時点予測グラフ」は手取収入の額（資金収支）を使わないで

貯金していた場合、借入金を何年で返せるかを分かりやすくグラフ表示したもの

です。 

現在はサラリーマンの給料で生活費はどうにかなっているが、退職後の公的年金

だけでは心配な方が、アパート等の建築資金を何年で返せるかを知りたいときに

有用な情報となります。 

なお、9 ページの｢資金収支計画書（要約）｣でも借入金の完済時点は知ることが

できます。したがって、いずれかを取捨選択して下さい。 

 

項目別収支合計表 

借入金の完済時点予測グラフ 
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トータル・キャッシュフロー分析 

このシステムでは新築した建物を取壊すまでのキャッシュフロー

だけでなく、途中で売却した場合のキャッシュフローも別途計算

することができます。 

アパート等を建てた後、何らかの状況変化で売却しなければなら

ないこともありますので（ex.相続税の支払等）、計画段階から売

却という事態を想定してプランを考えておくべきなのです。 

また更地のまま売却した場合と、建てた後に売却した場合の手取

り収入を相互に比較する事も簡単にできます。 

 

このシステムではアパート等を新築した後の毎年の資金収支を計算するだけ

でなく、建物を取壊して更地の状態にするまでの全てのコストを考慮に入れ

たトータル･キャッシュフローも計算することができます。 

不動産投資の適正性を判断するためには、このように現状回復までのすべて

のコストを計算上考慮に入れておく必要があるのです。 

なお、「所見」にあるように更地のままで売却した場合の手取り収入と比較

することも簡単にできます。 

 

新築時から取壊し時まで 

新築時から売却時まで 
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借入金返済スケジュール 

資産･負債推移表 

この「資産･負債推移表」は手取収入の額（資金収支）を使わないで貯金

していた場合の資産･負債の推移を一覧表示したものです。 

いずれも帳簿価額で表示しております。したがって例えば建物等は減価

償却後の金額になっております。 

なお、土地については新規に購入した場合は、その取得価額が表示され

ますが、既に所有している場合には固定資産税評価額が自動的に採用さ

れます。 

いずれにしても土地の有効活用としてのアパート等の経営は建物という

不動産が現預金に置き換わっていくものであるということがよくご理解

いただけるものと思われます。 

なお、負債･資本の構成割合推移グラフは経営の安定性の判断に利用しま

す。当然ながら資本の割合が高いほうが安定度が高いのですが、最初か

らあまり高いということは土地の有効活用という観点からは必ずしも望

ましくありません。適宜判断して下さい。 

 

 
 

大規模修繕費に係る借入金

の返済スケジュールです。 
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手取収入の比較表 

手取収入の比較表（要約） 

 

このシステムでは「手取収入の比較表」を作成できます。この手取収入と

は当該不動産所得だけでなく、サラリーマンであれば給与所得、個人事業

者であれば事業所得等を合算して計算した最終の手許に残る資金のことで

す。 

ご承知のように所得税とか住民税は全ての所得を合算して税額を計算する

ことになっておりますので、当該不動産所得だけで計算してもあまり意味

がありません。 

そこで、このシステムでは他の所得を全て考慮した上でより正確にお客様

の手取収入を計算できるようにしているわけです。 

会計事務所等でお客様の所得を詳細に聞き出すことができる場合には積極

的に活用して下さい。 

 

 

上記「手取収入の比較表」のうち最も関心の高い手取収入だけを

取り出してグラフ表示したものです。 

なお、この事例では対策前の 63 才～65 才（11 年目～13 年目）

は手取収入がマイナスになっております。公的年金を受けられな

い期間がマイナスになっているということです。 
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経営計画書（要約） 

繰上返済シミュレーション 

このシステムではかなり詳細に収支を計算できるようになっております

ので、計算の前提条件だけで多くの帳票に分かれております（4～7 ペー

ジ参照）。 

これでは条件を変えて何度も計算する場合、書類だけでもかなりの枚数

になります。 

そこで計算の前提条件のうち重要な項目だけを取り出した左のような要

約表も別途作成できるようになっております。適宜ご活用下さい。ただ

し、部屋のタイプが 12 以下のケースだけです。 

 

このシステムでは資金収支累計額（手元残金累計額）を繰上返済した

場合の収支を計算することができます。 

お客様の中には現在はサラリーマンの給与で生活費はどうにかなるの

で、収入を増やすことよりも退職時点までにできるだけ借金を減らし

ておきたい、ついては繰上返済した場合のシミュレーションをしても

らいたいといったご要望をいただくことがあります。 

そういったご要望があった場合、このシステムでは簡単なデータ入力

で繰上返済のシミュレーションをすることができます。 

 

 



 17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相続税対策としての効果 

相続税の節税効果 

相続対策として賃貸マンション等を建てる人は実際上かなり多いようです。

このシステムでは左のような帳票が簡単なデータ入力でスピーディーに作成

できます。 

ご覧いただければお分かりのように、上段に土地と建物がなぜ評価減になる

かについてその理由が記載されております。 

したがって、こういった税金の仕組みについてそれほど詳しくない方でも自

信を持って説明できるものと思われます。 

この「ビル経営プランナー」ではいくら評価減になるのかの計算だけで

なく、具体的に税額がいくら安くなるのかについても計算できます。 

会計事務所等でお客様の家族状況、当該建築予定地以外の全ての財産の

状況を把握できる場合には積極的にご活用下さい。 
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相続税額の推移 

相続評価額の推移 

このシステムでは建築時点の節税効果だけでなく、その後の推移も計算できます。

ご承知のように借入金により賃貸物件を建設した場合、時の経過に伴い節税効果は

徐々に減殺されていきます。このようなとき、営業マンとしてはできるだけこうい

ったことに触れたくないのかも知れませんが、そのような事態になるのは厳然たる

事実です。 

したがって、逃げ腰になるのではなく、「所見欄」に書いてあるような対策である

とか、その他様々な対策をお客様のためにご提案するようにして下さい。 

真剣に考えれば意外と見付かるものです。もしあまり自信の無い場合には、こうい

ったことを専門にしている会計事務所等にご相談下さい。 
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プラン別収支比較表 

プラン別収支比較表 

 
２つのプランを 

比較するケース 

このシステムでは左のような「プラン別収支比較表」を作成

することができます。プラン内容以外は登録済みのデータか

ら比較するデータを選択するだけで作成できます。 

このように重要項目だけを比較することによって、それぞれ

のプラン内容の特徴が明確に浮かび上がってきます。是非お

試し下さい。必ず何か発見があるハズです。 

分析指標･グラフが 
表示されていないもの 

分析指標の説明があまり得意でない方のために、それら

を省略した帳票も印刷することができます。 

0000 

 
３つのプランを 

比較するケース 

0000 


